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地域課題解決型高機能グループホーム整備等事業者選定に係る公募型プロポーザル募集要領 

 

１ 名称 

  地域課題解決型高機能グループホーム整備等事業者選定 

 

２ 公募概要 

⑴ 概要 

本公募の目的は、草加市における地域課題の解決に向けた地域課題解決型高機能グループホーム

の整備及び運営を行う事業者の募集になります。 

草加市で令和３年度（２０２１年度）に障がい者を対象に実施した居住の場の支援に関するアンケ

ート調査では、主に重度の知的障がい者を対象とした共同生活援助、施設入所支援、短期入所のサー

ビスの不足が挙げられました。 

また、事業所や精神病院への調査・ヒアリングでは、強度行動障がい者あるいは、痰吸引、胃ろう

などの医療的ケアが必要な重度の障がい者には施設入所支援が必要であるとの意見が挙げられてお

ります。 

加えて、いわゆる親亡き後に不安を抱える保護者などからは市内の施設建設に係る要望が多数あ

ります。 

施設及びサービスの状況につきましては、入所施設は、市内に１か所のみで、対象も身体障がい者

が主な入所対象となっており、知的障がい者には対応できていない状況となっております。 

グループホームについては、市内に２７か所あるものの、簡易な設備のものが多く、主に中軽度の

方を対象としているため、重度の方の受入れは困難な状況となっております。 

地域移行に必要な環境整備、地域生活支援拠点の整備については、十分な体制整備には至っておら

ず、機能強化が必要な状況となっております。 

本公募は、上記の課題解決をするべく、本市における施設の整備・運営について広く民間事業者か

ら質の高い事業提案を募集し、公民連携の手法により民間のノウハウと技術等を活用し、もって、そ

れぞれのニーズや課題を解決する、地域課題解決型高機能グループホームを整備し、市民の福祉の増

進を目指すものです。 

 

⑵ 事業予定地の概要 

所在地（地番） 草加市柿木町１２１４番地１・１２１４番地２ 

      １２１５番地４・１２１５番地５ 

用途地域 市街化調整区域 

敷地面積 ２５２０．９０㎡ 

建ぺい率 ５０％ 

容積率 １００％ 

道路幅員による高さ制限

（勾配） 

１．２５ 
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隣地境界線の高さ制限 Ｈ＝２０ｍ α＝１．２５ 

土地所有者 草加市 

防火地域 指定なし 

現状の土地状況 令和５年（２０２３年）８月１日現在、事業予定地はビニールハ

ウス２棟、Ｈ型鋼鉄骨ハウス１棟及び給水用の井戸が設置されて

おりますが、令和５年度内に草加市で撤去し、更地にする予定で

す。 

また、撤去後、防草シートを設置する予定です。 

地下埋設物 令和５年（２０２３年）８月１日現在、地下埋設物は確認されて

おりません。 

ただし、施設建設に支障となる地下埋設物等が確認された場合、

別途市と協議することとします。 

 

 

～事業予定地の周辺状況～ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ※別添「公図」をご参照ください。 

 

【事業予定地の今後】 

・事業予定地について、都市計画マスタープランでは地域活性化ゾーンとして、市内全体との機能や入

事業予定地 
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居者の定員数のバランスを考慮し、必要な規模の社会福祉施設の立地を許容しております。 

・現在都市計画マスタープランの見直しをしており、事業予定地の北側について、乱開発の抑制と自然

と調和した計画的な土地利用を実現するために、市街化区域への編入を視野に入れた土地活用の検

討をしております。 

・草加市が位置する中川・綾瀬川流域では、特定都市河川浸水被害対策法に基づく河川等の指定に向け

た検討が行われています。 

・指定されると、関連法律や条令等に基づき、雨水流出抑制対策や土地利用規制などによる浸水被害の

軽減・防止、安全確保等の措置を講じることとなります。 

（具体的には、開発や建築行為等において、盛土・切土や雨水貯留浸透施設の設置、居室の床面の高さ、

洪水等で倒壊しない構造等に関する事柄について、新たな基準により厳しくなる可能性があります。） 

 ・事業予定地には、下水道が布設されておりません。 

 

⑶ 地域課題解決型高機能グループホーム整備、運営する施設及び規模等 

当該施設に関する具体的な機能及び条件は、次を参考に、事業者が詳細内容を提案してください。 

機能 内容 

施設で運営する事業 ・共同生活援助（日中サービス支援型）、短期入所 

※上記事業の実施は最低限の条件。その他障害福祉サービスを

１事業以上実施してください。 

・地域生活支援拠点の機能（相談、緊急時の受入れ・対応、体験の

機会・場、専門人材の確保・養成、地域づくり）のうち、「緊急

時の受入れ・対応」の登録に加え、その他の 1機能以上を登録す

ることが条件です。 

定員 ２０名以上 

利用対象者 ・最重度・重度の障がい者（強度行動障がいがある者又は医療的ケ

アが必要な者への対応を含む。以下同じ。） 

設備等 ・最重度・重度の障がい者に対応する居室、設備、備品等を有する

ことが条件です。 

  ※共同生活援助等の整備に関しては、関係する法令に基づく設備基準等を満たすことが必要です。 

  ※利用者(入居者)の選定方法については、市に協議の上、決定することとします。 

 

⑷ 開設時期等 

 令和９年（２０２７年）４月を目安に開所してください。 

 選定事業者の責によらない事由などのやむを得ない状況で当該時期に開設できない場合は、別途

市との協議により開設時期を決定します。なお、開設時期の遅延等により選定事業者が損害等を被っ

た場合、市はその損害に対する補償を行いません。 

 選定事業者が、地域課題解決型高機能グループホームを廃止又は休止しようとする場合、事前に相

当期間の余裕をもって市に協議し、承認を得ることとします。 
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⑸ 事業予定地の貸付条件等 

市が事業予定者と事業予定地を使用賃借契約(２０年間(無償貸与))を締結し、事業予定地を借り

受けることになった事業者に土地及び建築物の運営及び維持管理を行っていただきます。 

敷地 普通財産 

形態 使用貸借契約 

(※２０年後に一般定期借地契約に切り替えます。) 

 

賃貸期間及び賃借料 

 

・当初は、使用貸借契約(２０年間(無償貸与))を締結します。 

 契約締結は、建設工事（施設竣工）を実施する年度に行うこと

を想定していますが、具体的な時期については、別途市と協議

することとします。 

・使用貸借期間が終了後、一般定期借地契約(５０年間)を締結し

ます。また、借地料の金額及び支払時期は、別途市と協議し、

決定することとします。なお、借地料の算定は、不動産鑑定評

価を基に算出いたします。 

用途の指定 事業者は、本事業の用途以外で本件土地を使用することはできま

せん。 

権利等 ・本件土地の借地権を譲渡・転貸することはできません。 

・本件土地に担保権を設定することはできません。 

 (一般定期借地契約を締結した場合) 

本件土地の借地権は定期借地権とし、地上権は設定しないでくだ

さい。 

契約の満了 当初の使用貸借契約満了時には、一般定期借地契約(５０年間)を

締結します。ただし、事業者の責めに帰すべき事由等やむを得な

い事由により、一般定期借地契約の締結を行わない場合、詳細は

市との協議において定めますが、事業者は、原状復旧の上、市に

返却するものとします。 

契約の解除等 事業者の責めに帰すべき事由等やむを得ない事由により、本事業

の終了に伴い本件土地の使用貸借契約を途中解約する場合は、以

下の定めによるものとします。 

・２４か月前までに市に書面で申し入れ、承諾を得ること。 

・事業者の負担により、本件建物を解体撤去し、更地にして市に

返還すること。ただし、市からの求めがあった場合は、建築物

の取扱いについて協議を行うこと。 
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⑹ 市と事業者の分担の考え方 

① 業務分担 

主要分類 主な業務項目 
業務 

市 事業者 

施設の設計、建設に関する業務 地質調査業務  ○ 

施設の設計・建設業務  ○ 

外構施設の設計・建設業務  ○ 

建設に係る地域住民への説明 ○ ○ 

維持管理に関する業務 

（保守、修繕・更新、その他） 

施設の維持管理  ○ 

共用部分の維持管理  ○ 

外構施設の維持管理  ○ 

運営に関する業務 

 

 

 

市の事業との連絡・調整 ○  

地域住民・地域団体等への事前説、

協働の調整等 
○ ○ 

施設の運営  ○ 

 

② リスク分担 

本事業に関して予想されるリスクとリスク分担は、原則として次のリスク分担表によるものと

します。下表に記載のない事項については、必要に応じて市と協議し、決定するものとします。 

リスクの種類 内容 
リスク分担 

市 事業者 

制度関連リスク 法令等の変更 法制度の新設・変更（税制度含む。）

に関するもの 
 ○ 

許認可取得 許認可の遅延に関するもの（事業者

が申請・取得するもの） 
 ○ 

社会リスク 環境問題 事業者の工事・業務に起因する有害

物質の排出、騒音・振動等の環境問

題に関するもの 

 ○ 

経済リスク 金利変動 金利の変動によるもの  ○ 

物価変動 インフレ・デフレによるもの  ○ 

施設整備・改修 

リスク 

設計変更 事業者の提案内容に関するもの  ○ 

工事 施設整備・改修に関するもの  ○ 

維持管理・運営 

リスク 

維持管理・運営 維持管理・運営に関するもの  ○ 

需要変動 利用者の増減によるもの  ○ 
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災害リスク 

地震、台風、水害、その他自然災害

等の不可抗力によるもの  ○ 

 

⑺ 補助制度 

  施設整備に当たっては、次の補助制度があります。 

  ア 障害児(者)施設整備費補助金(国及び埼玉県) 

  イ 草加市地域課題解決型高機能グループーム整備費補助金(詳細は、別添資料を参照ください。) 

   →補助対象経費は、グループホーム整備に係る工事費等で整備の事前に行う実施設計等は補助の

対象とはなりません。 

   →事業予定者は、令和５年度（２０２３年度）に補助金交付申請をいただき、原則、補助金は工事

竣工後の交付となります。 

※補助協議については、国及び埼玉県と草加市とでは、別審査となり、本案件では、国及び埼玉県へ

の補助金(障害児(者)施設整備費補助金)申請が必須となります。 

 

３ 参加資格 

本業務に係る提案に参加する者は、次に掲げる事項を全て満たす者とします。 

 ① 法人格を有する者 

 ② 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律(平成１７年法律第１２３号)第５ 

  条に基づく主に知的障がい者を対象とした障害者支援施設及び共同生活援助(介護サービス包括型 

  又は日中サービス支援型)の用に供する施設を３年以上、管理運営している実績があること。 

 ③ 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当しないこと。 

 ④ 草加市の指名停止等の措置を受けていないこと。 

 ⑤ 会社更生法(平成１４年法律第１５４号)又は民事再生法(平成１１年法律第２２５号)に基づく更 

  生又は更生手続を受けていないこと。 

 ⑥ 地方自治法第２４４条の２第１１項の規定による指定の取消しを受けたことがある場合、当該取 

  消しを受けてから５年を経過していること。(ただし、施設の民営化や統廃合、法人格の変更に伴う 

  指定の取消しを除く。) 

 ⑦ 暴力団(暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律(平成３年法律第７７号)第２条第２号 

  に規定する暴力団の構成団体の構成員を含む。以下同じ。)若しくは暴力団の構成員でなくなった日 

  から５年を経過しない者(以下「暴力団の構成員等」という。)の統制下にないこと。 

 ⑧ その代表者等(法人にあってはその役員(非常勤を含む。)及び経営に事実上参加している者をい  

  う。)が暴力団の構成員等でないこと。 

 ⑨ 市区町村税、都道府県税及び国税を滞納していないこと。 

 ⑩ 経営難など経営破綻に陥る可能性が高いと認められる若しくは、その他経営姿勢に重大な問題が 

  認められる状態にないこと。 
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４ スケジュール 

⑴ 質問提出期限 

令和５年（２０２３年）１０月６日（金） 

⑵ 質問回答 

令和５年（２０２３年）１０月２０日（金） 

⑶ 参加表明 

令和５年（２０２３年）１０月３１日（火） 

⑷ 提案書・見積書提出期限 

令和６年（２０２４年）１月９日（火） 

⑸ プレゼンテーション 

令和６年（２０２４年）１月２２日（月） 

※時間、場所等は、対象となるプレゼンテーション参加事業者に別途通知します。 

⑹ 事業予定者の決定 

令和６年（２０２４年）２月上旬 

 

５ 参加表明書の提出及び書類審査 

本業務に係る提案に参加を希望する者は、次のとおり参加表明書等を提出し、書類審査を受けるもの

とします。 

⑴ 提出書類 

① 参加表明書（様式１） 

② 事業者の概要等 （様式２） 

③ 事業運営実績報告書 （様式３） 

 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第５条に基づく主に知的障がい

者を対象とした障害者支援施設及び共同生活援助(外部サービス利用型を除く。)の用に供する施

設を３年以上、管理運営している実績があることが分かるように運営施設について、記載してくだ

さい。 

 なお、記載いただきました施設等については、パンフレット等当該施設等の概要が分かるものを

添付してください。 

 ④ 経営状況を証明する書類(任意様式) 

   参加表明書(様式１)に記載している【添付資料】をご確認いただき、参加表明書(様式１)に添付 

  してください。 

⑵ 提出部数 

正本１部、副本１３部（正本は原本、副本は写し） 

各部、ファイル等で提出書類一式をまとめてご提出ください。 

⑶ 提出方法 

持参のみ 

⑷ 提出期限 



10 

 

令和５年（２０２３年）１０月３１日（火）午後５時まで（土・日・祝を除く。） 

⑸ 受付時間 

午前８時３０分から正午まで及び午後１時から午後５時まで 

⑹ 書類審査 

地域課題解決型高機能グループホーム整備等事業者選定委員会（以下「選定委員会」という。）

において、別表に定める評価基準により、上記⑴の審査を実施します。 

通知書は令和５年（２０２３年）１１月３０日（木）までに発送する予定です。 

 

６ 提案書の提出要請 

参加表明書を提出した者について、参加資格を確認し、書面により提案書の提出を要請します。 

なお、参加表明書を提出する業者が多数あった場合には、選定委員会において、別表に定める選定基

準により７⑴の書類審査を実施し、提案者を制限することがあります。この場合、提案者とならなかっ

た者には、書面によりその旨を通知します。 

 

７ 提案書の提出 

上記６により提案書の提出を要請された業者は、次のとおり提案書等を提出するものとします。 

⑴ 提出書類 

① 提案書（様式４） 

② 提案の詳細（任意様式） 

施設整備及び施設運営に分け、別表の選定基準の各項目に準じ作成※してください。 

※ 形式は、特段問いませんが、施設の全体像が分かるよう図式したものを作成してください。ま

た、簡潔で分かりやすい記述をお願いします。 

※プレゼンテーション当日は、別表の選定基準の項目ごとに説明していただきます。 

③ 工程表（任意様式） 

  施設整備(基本設計、実施設計等)から施設運営までの工程表を作成してください。 

  形式は、特段問いませんが、施設整備年度から施設開所までの工程が分かるよう作成してくださ

い。 

④ 配置予定者調書（様式５） 

施設整備及び施設運営について、担当者ごとに作成してください。業務実績については、本業務

との類似性、担当区分・業務内容との関連性が分かるように記載してください。 

⑤ 参考見積もり（任意様式） 

  施設整備のための基本設計及び実施設計の費用、工事着工から竣工(施設が運用できる初度整備

費を含む。)までの費用がそれぞれ分かるように作成してください。 

⑥ 地域課題解決型高機能グループホームの運営に関する収支予算書（参考様式） 

施設整備後の運営の収支について収入の部、支出の部※が分かるように施設運営年度から向こ

う５か年の収支予算書を作成してください。 

⑵ 提出部数 
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正本１部、副本１３部（正本は原本、副本は写し） 

  各部、ファイル等で提出書類一式をまとめてご提出ください。 

⑶ 提出方法 

持参のみ 

⑷ 提出期限 

令和６年（２０２４年）１月９日（火）午後５時まで（土・日・祝を除く。） 

⑸ 受付時間 

午前８時３０分から正午まで及び午後１時から午後５時まで 

 

８ 提案に関する質問及び回答 

⑴ 質問書の提出 

提案書等に関する質問がある場合は、質問書（様式６）に質問事項を記載し、電子メールに添付し

て提出してください。メールの件名は「地域課題解決型高機能グループホーム整備等に係る公募型プ

ロポーザルに関する質問（質問者名）」としてください。電話や窓口での質問は受け付けません。 

なお、電子メール送信後、確認のため電話による連絡をお願いします。 

⑵ 受付期間 

公告の日から令和５年（２０２３年）１０月６日（金）午後５時まで（土・日・祝を除く。） 

⑶ 質問に対する回答 

提出された質問事項を取りまとめの上、参加表明書を提出した全事業者に対し、令和５年（２０

２３年）１０月２０日（金）までに電子メールで回答する予定です。 

回答に対する再質問は原則受け付けません。また、募集要領や様式の欄外に明記している場合に

は回答しないことがありますのでご了承ください。 

 

９ プレゼンテーションの実施 

提出した提案について、選定委員会に対しプレゼンテーションを行っていただきます。 

⑴ 実施予定日 

令和６年（２０２４年）１月２２日（月） 

※時間、場所等は、対象となる業者に別途通知します。 

⑵ 出席者 

プレゼンテーションの出席者は３名以内とします。 

出席者は、原則として代表者、責任者とします。 

なお、コンサルタント・貴社と業務提携をしている業者は認めません。 

⑶ 持ち時間 

機器の接続、質疑応答２０分程度を含め、１時間以内を予定しています。 

持ち時間は業者数により、変更する場合があります。 

⑷ その他 

プレゼンテーションは提出した提案に沿って行うこととし、提案内容の説明等を行うものとしま
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す。プレゼンテーションで使用するプロジェクター、スクリーンについては市で準備します。プレ

ゼンテーションに必要なその他の機器については、提案者で用意してください。 

 

10 整備候補者の選定 

選定委員会により、提出書類及びプレゼンテーションの内容を評価し、評価点数が最高得点となった

者を整備候補者として選定します。ただし、最高得点となった者が複数ある場合は、選定委員会で協議

の上、選定します。 

なお、最高得点となった者が選定委員会が定める基準点に満たなかった場合は、整備候補者を選定せ

ず、選定方法を見直した上で、再公募します。 

⑴ 選定基準 

別表に定めるとおりです。 

⑵ 選定結果の通知 

選定委員会による選定結果は、プレゼンテーション参加事業者全てに書面で通知するとともに、

市のホームページで公開します。 

なお、プレゼンテーションに応募した時点でホームページの公開にも了承したものとします。 

 

11 協定の締結 

上記10で選定された者と協定の締結の交渉を行います。協定が成立しない場合は、選定委員会による

評価点数が高い者から順に、協定の締結の交渉を行います。 

なお、本提案が採用されたことをもって、提案した全ての内容について協定の内容に含むことを保証

するものではありません。協定の内容については市と協議の上、決定します。 

 

12 提案書等の無効 

次のいずれかに該当する場合は、提出された提案書等を無効とします。 

⑴ 提出書類が期限内に提出されなかった場合 

⑵ 提出書類に虚偽の記載があった場合 

⑶ その他、本募集要領において示した条件等を満たしていない場合 

 

13 その他 

⑴ 提案書等の作成、提出、プレゼンテーション等の本プロポーザルに要する費用は、全て提案者の負

担とします。 

⑵ 提出された書類等について、事業予定者選定までの間は、記載内容の追加及び変更は、原則として

認めません。 

⑶ 提出された書類等は、一切返却いたしません。 

⑷ 提出された書類等は、本プロポーザルで必要な場合は、複製することがあります。提案者に無断で

本プロポーザル以外に使用することはありません。 

⑸ 提出された書類等については、草加市情報公開条例（平成１２年条例第３０号）の規定に基づく開
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示請求があった場合には、対象文書として原則開示する場合があります。 

⑹ 配置予定者調書に記載した内容は、原則として変更できません。ただし、やむを得ない理由により

変更を行う場合には、事前に市の了解を得るものとします。この場合、変更前と同等以上の能力を有

する者としてください。 

⑺ 正当な理由がなくプレゼンテーションを欠席した場合は、失格とします。 

 

14 担当部署 

草加市健康福祉部障がい福祉課障がい福祉係 

〒３４０－８５５０ 草加市高砂一丁目１番１号 

ＴＥＬ：０４８－９２２－１４３６（直通） 

ＦＡＸ：０４８－９２２－１１５３ 

電子メール：shogaifukusi@city.soka.saitama.jp 

※本プロポーザルに関する書類の提出、質問等は全て上記担当部署で受け付けます。各種様式等は

全て草加市ホームページからダウンロードしてください。 

mailto:toukei@city.soka.saitama.jp


上記以外の提案につい
て

上記の他、市にとって効果的・効率的となる提案や、事業者が提案するサービス等が
あるか。

プレゼンテーションについ
て

提案内容が分かりやすく、質問に対して適切な応答を行い、業務を成功させようという
意欲が感じられるか。

6

事
業
者
評
価

地域交流について 地域住民等と関わりや地域貢献をする提案はあるか。

別表（選定基準）

№ 項目 評価の視点・基準

過去３か年分の決算関係書類及び事業報告書又はこれらに類する書類から法人の経
営状況が安定しているか。

2

業
務
実
施
体
制

配置予定者の実績・能
力

配置予定者が、本業務に関係する実績を有しているか。

運営体制
適切な人員配置及びバックアップ体制が取られており、円滑かつ安定的な業務遂行が
期待できるか。

1

業
務
実
績

業務実績

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律(平成17年法律第
123号)第5条に基づく主に知的障がい者を対象とした障害者支援施設及び共同生活
援助(外部サービス利用型を除く)の用に供する施設を3年以上、管理運営している実
績があるか。

経営の安定性

事業者提案の地域生活
支援拠点等について

事業者提案の地域生活支援拠点等の機能について明示されているか。また、その地
域生活支援拠点等の機能は、当市の政策課題を解決しているものとなっているか。

3

実
施
計
画

工程・資金運用の計画 実現可能な「工程・作業計画」及び「資金運用計画」が明確に示されているか。

4

ソ
フ
ト
面

支援対象者・定員につい
て

支援対象者及び定員が明確に提示されているか。また、支援対象者の特性について
明確に提示されているか。

支援内容について
支援対象者に対してのサービス提供体制が明確に提示されているか。また、支援対象
者の特性に応じた支援内容が明確に提示されており、その支援内容が特性に応じた支
援内容となっているか。

事業者提案の障害福祉
サービスについて

事業者提案の障害福祉サービスが明示されているか。また、その障害福祉サービス
は、当市の政策課題を解決しているものとなっているか。

5

ハ
ー
ド
面

施設全般について
提案をうけた施設が障害福祉サービスの指定に係る法令に基づいた施設となっている
か。また、利用者等に配慮した施設となっているか。

サービス提供スペース
等について

４「ソフト面」で提示した「ソフト面」で提示を受けた障害福祉サービス及び地域生活支援
拠点等のサービス提供スペースや職務執行スペースは適切か。また、利用者に配慮
されているか。

支援対象者に対応した
施設整備について

４「ソフト面」で提示を受けた支援対象者を受け入れる施設として、適切な施設整備計
画となっているか。また、安全面に配慮した施設となっているか。





 

草加市地域課題解決型高機能グループホーム整備費補助金交付要綱 

 

                             令和５年７月２０日 

                             告 示 第 ６ ７ ８ 号 

 

 （趣旨） 

第１条 この要綱は、草加市補助金等の交付手続等に関する規則（昭和６２年規則第４５

号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、草加市障害者訓練農場跡地の活用及び

地域課題解決型高機能グループホーム整備方針（令和５年３月３０日付け市長決裁）に

基づき、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法

律第１２３号）第５条第１７項に規定する共同生活援助の用に供する施設であって同整

備方針に合致する施設（以下「地域課題解決型高機能グループホーム」という。）の整備

を促進するため、地域課題解決型高機能グループホームの整備に要する経費を補助する

ことについて必要な事項を定めるものとする。 

 （補助対象者） 

第２条 補助金の交付の対象となる者は、地域課題解決型高機能グループホーム整備等事

業者選定委員会設置要綱（令和５年７月１９日施行）第７条の規定により選定を行い、

地域課題解決型高機能グループホーム整備等事業者として市長が決定した事業者とす

る。 

２ 草加市障害者グループホーム整備事業補助金交付要綱（平成２８年告示第５７２―２

号）の規定による補助金の交付を受ける者は、補助対象外とする。 

 （補助対象経費等） 

第３条 補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）、補助上限額及

び補助金交付額は、別表のとおりとする。 

２ 別表に規定する費目であっても、審査の結果、地域課題解決型高機能グループホーム

の整備に要する経費として適当と認められない費用は、補助対象経費としないものとす

る。 

 （交付の申請） 

第４条 規則第４条の規定による補助金の交付を申請しようとするときは、草加市地域課

題解決型高機能グループホーム整備費補助金交付申請書（第１号様式）を市長に提出し



 

なければならない。 

 （交付決定通知） 

第５条 規則第８条の規定による通知は、草加市地域課題解決型高機能グループホーム整

備費補助金交付決定・否決定通知書（第２号様式）によるものとする。 

 （概算払） 

第６条 市長は、事業の進捗を図るため必要があると認めるときは、補助金交付決定額の

うち必要と認められる額で補助金の概算払をすることができる。 

 （交付の請求） 

第７条 補助金の交付を請求しようとするときは、草加市地域課題解決型高機能グループ

ホーム整備費補助金交付請求書（第３号様式）を市長に提出しなければならない。 

 （変更等の承認申請） 

第８条 規則第７条第１項第１号又は第２号の規定による承認を受けようとするときは、

草加市地域課題解決型高機能グループホーム整備費補助金変更等承認申請書（第４号様

式）を市長に提出しなければならない。 

２ 市長は、前項の申請を受けた場合は、その内容を審査し、これを承認したときは、草

加市地域課題解決型高機能グループホーム整備費補助金変更等承認通知書（第５号様式）

により申請者に通知するものとする。 

 （実績報告） 

第９条 規則第１３条第１項の規定による実績報告をしようとするときは、草加市地域課

題解決型高機能グループホーム整備費補助金実績報告書（第６号様式）を市長に提出し

なければならない。 

 （額の確定通知） 

第１０条 規則第１４条の規定による通知は、草加市地域課題解決型高機能グループホー

ム整備費補助金交付額確定通知書（第７号様式）によるものとする。 

 （決定の取消通知） 

第１１条 規則第１６条第３項において準用する規則第８条の規定による通知は、草加市

地域課題解決型高機能グループホーム整備費補助金交付決定取消通知書（第８号様式）

によるものとする。 

 （関係書類の保管期間） 

第１２条 規則第１９条に規定する書類及び帳簿等は、当該補助事業の完了の日の属する



 

会計年度の翌会計年度から５年間保管しなければならない。 

 （補助金の見直し） 

第１３条 補助金は、令和７年度までに見直しを行うものとする。 

 （その他） 

第１４条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、市長が別に

定める。 

 

附 則 

 この要綱は、公布の日から施行する。 

 

別表（第３条関係） 

補助対象経費 補助上限額 補助金交付額 

 地域課題解決型高

機能グループホーム

整備に係る工事費、委

託費及び備品購入費

並びに開設準備に必

要な需用費、使用料及

び賃借料、備品購入

費、旅費、役務費、委

託費 

 

１７０，０００，０００円  対象経費の実支出額から寄

附金及び公益団体等の補助金

又は助成金（国及び県の補助

金を除く。）の額を控除した額

に１／３を乗じて得た額から

国及び県の補助金の額を控除

して得た額と補助上限額とを

比較して少ない方の額のうち

予算の範囲内において市長が

定める額とする。 

 



第１号様式（第４条関係） 

 

草加市地域課題解決型高機能グループホーム整備費補助金交付申請書 

 

年  月  日  

 草加市長          宛て 

 

                     所 在 地 

                 申請者 法 人 名 

                     代表者氏名            ㊞ 

                     電話・FAX番号 

 

 次のとおり、草加市地域課題解決型高機能グループホーム整備費補助金の交付を受けた

いので、関係書類を添えて申請します。 

 

１ 補助金交付申請額                 円 

２ 添付書類 

 ⑴ 整備計画書 

 ⑵ 収支予算書 

 ⑶ その他市長が必要と認める書類 

 

 

 

 次の事項について同意します。（同意の場合に□にチェック） 

 □ 草加市補助金等の交付手続等に関する規則及び草加市地域課題解決型高機能グルー

プホーム整備費補助金交付要綱が適用されること。 

 

 

 

 



第２号様式（第５条関係） 

文 書 番 号  

年  月  日  

 

           様 

 

                       草加市長         印    

 

草加市地域課題解決型高機能グループホーム整備費補助金交付決定・否決定

通知書 

 

     年  月  日付けで申請のありました地域課題解決型高機能グループホーム

整備費補助金の交付について、次のとおり決定・否決定しましたので通知します。 

 

１ 補助金交付決定額（概算払・精算払）             円 

 

２ 交付決定内容 

 

３ 否決定の理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第３号様式（第７条関係） 

 

草加市地域課題解決型高機能グループホーム整備費補助金交付請求書 

 

年  月  日  

 草加市長          宛て 

 

                     所 在 地 

                 申請者 法 人 名 

                     代表者氏名            ㊞ 

                     電話・FAX番号 

 

     年  月  日付け   第    号で交付決定を受けた草加市地域課題解

決型高機能グループホーム整備費補助金について、次のとおり請求します。 

 

 １ 補助金交付請求額（概算払・精算払）            円 

 

 

 ２ 振込先口座 

  金 融 機 関 名   

預 金 種 目   

口 座 番 号   

口 座 名 義 

フリガナ 

  

 

 

 

 

 



第４号様式（第８条関係） 

 

草加市地域課題解決型高機能グループホーム整備費補助金変更等承認申請書 

 

年  月  日  

 草加市長          宛て 

 

                     所在地 

                 申請者 法人名 

                     代表者              ㊞ 

                     電話・FAX番号 

 

     年  月  日付け   第    号で補助金の交付決定を受けた草加市地

域課題解決型高機能グループホーム整備費補助金の内容について、次のとおり変更・中止

したいので、承認を受けたく申請します。 

 

１ 変更等の内容 

 

２ 変更等の理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ※変更の内容に応じて必要な書類を添付してください。 

 

 



第５号様式（第８条関係） 

文 書 番 号  

年  月  日  

 

           様 

 

                       草加市長         印    

 

草加市地域課題解決型高機能グループホーム整備費補助金変更等承認通知書 

 

     年  月  日付けで申請のありました草加市地域課題解決型高機能グループ

ホーム整備費補助金の内容の変更等について、次のとおり承認しましたので通知します。 

 

変更等承認の内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第６号様式（第９条関係） 

 

草加市地域課題解決型高機能グループホーム整備費補助金実績報告書 

 

年  月  日  

 草加市長          宛て 

 

                     所 在 地 

                 申請者 法 人 名 

                     代表者氏名            ㊞ 

                     電話・FAX番号 

 

     年  月  日付け   第    号で交付決定を受けた草加市地域課題

解決型高機能グループホーム整備費補助金について、次のとおり関係書類を添えて実績を

報告します。 

 

１ 補助金交付決定額                   円 

 

２ 添付書類 

 ⑴ 整備実績報告書 

 ⑵ 収支決算書 

 ⑶ 経費を証する書類 

 ⑷ その他市長が必要と認める書類 

 

 

 

 

 

 

 



第７号様式（第１０条関係） 

文 書 番 号  

年  月  日  

 

           様 

 

                       草加市長         印    

 

草加市地域課題解決型高機能グループホーム整備費補助金交付額確定通知書 

 

     年  月  日付けで実績報告のありました草加市地域課題解決型高機能グ

ループホーム整備費補助金の交付額について、次のとおり確定しましたので通知します。 

 

１ 補助金交付額               円 

 

２ 補助金確定額               円 

 

３ 返 納 額               円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第８号様式（第１１条関係） 

文 書 番 号  

年  月  日  

 

           様 

 

                       草加市長         印    

 

草加市地域課題解決型高機能グループホーム整備費補助金交付決定取消通知書 

 

 次の理由により、草加市地域課題解決型高機能グループホーム整備費補助金の交付決定

を取り消しましたので通知します。 

 

１ 取消しの内容 

 

２ 取消しの理由 

 


